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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：オロミア州母子栄養改善プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAエチオピア事務所 協力金額（評価時点）：4億7,000万円 

協力期間 

（R/D）：2008年7月8日署名 先方関係機関：オロミア州保健局 

2008年9月20日～2013年9月20日 日本側協力機関：該当なし 

 他の関連協力：該当なし 

１－１ 協力の背景と概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）では、すべての疾患のうち感染性

疾患は実に73.6％1を占めており、2008年の5歳未満児死亡原因の約半数（48％）2が感染症由来で

ある。また、感染性疾患の原因の主要な要因のひとつとして栄養不良が挙げられる。また、栄

養不良は子どもの死亡原因の3分の1以上の潜在的要因として考えられており、栄養失調がより

重症疾患に対して子どもを脆弱にしている。特にエチオピアにおいては、小児死亡の51％が低

栄養に起因すると推定されており3、栄養不良、特に低栄養が最も深刻な健康問題のひとつに挙

げられている。2005年の人口保健調査（Demographic & Health Survey：DHS）によれば、エチオ

ピアの5歳未満児の約半数（46％）が発育障害であると推定されている。従来、エチオピアでは

主に急性栄養不良の対策への取り組みを行っていた。これらは短期的効果が得られるものの、

これまでは慢性栄養不良削減のための持続性のあるメカニズムの構築に向けた取り組みとして

は限定的であった。 

このような状況の下、エチオピア政府は、オロミア州において地域栄養改善（Community-based 

Nutrition：CBN）アプローチを確立することを通して母子の栄養状態を改善するための技術協力

を日本国（以下、「日本」と記す）政府に要請した。この要請に基づき、JICAはエチオピアオロ

ミア州において技術協力プロジェクト「母子栄養改善プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）

を開始した。本プロジェクトは、オロミア州保健局（Oromia National Regional State Health 

Bureau：ORHB）をエチオピア側の主要なカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、オ

ロミア州の3県（東シェワ県、アルシ県、バレ県）から10郡を対象地域として2008年9月より5年

間の協力期間で開始された。また、本プロジェクトはエチオピアの国家栄養プログラム（National 

Nutrition Program：NNP）の下、関係する保健人材の能力強化を図ることで地域住民に対する適

切な栄養改善サービスへのアクセスを拡大し、対象地域の妊産婦・授乳婦及び5歳未満児の栄養

不良を低下させることをプロジェクトの主要な目的としている。 

 

 

 

                                                        
1 WHO Country Profile for Ethiopia, 2010 

Expressed as percentage of total disability adjusted years（DALY） 
2 WHO Country Profile for Ethiopia, 2010 
3 エチオピアFMOH資料 
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１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

対象郡において、栄養不良である5歳未満児と妊産婦・授乳婦の割合が減少する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

対象郡において、5歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養不良を低下させるためのコミュニテ

ィレベルの予防サービスが強化される。 

 

 （3）成 果 

① 子どもと妊産婦・授乳婦の栄養不良予防に向けた住民参加（活動）が推進される。 

② 保健普及員（Health Extension Worker：HEW）による子どもと妊産婦・授乳婦の栄養不

良予防に向けた施策（活動）が強化される。 

③ ヘルスポスト（Health Post：HP）と医療施設［クリニック、ヘルスセンター（Health 

Center：HC）、病院］間の連携が強化される。 

④ CBNのサービス提供強化に向けた州、県、郡レベルの（行政機関の管理・指導）能力

が強化される。 

⑤ 対象郡内の選択地域（モデルサイト）において、（母子栄養改善に資する）効果的なセ

クター間連携モデルが示される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側： 

・ 専門家派遣：延べ16名（長期専門家：6名、短期専門家：10名）、合計120.4M/M 

・ 機材供与：フィールド活動用車輌3台、自動二輪車11台及びその他プロジェクト活

動に必要な機材［18万4,780USD（1,496万5,332日本円相当）］ 

・ 在外事業強化費：ETB 2,052万6,445.83（約1億2,970万4,580円） 

・ 研修員受入：8名（地域に根ざした母子保健栄養技術研修、栄養政策/プログラム管

理研修） 

 

エチオピア側： 

・ C/Pの配置：合計31名［ORHB：5名、県保健局（Zonal Health Department：ZHD）：

6名、郡保健事務所（WorHO）：20名］ 

・ ORHB内プロジェクト事務スペース 

・ プロジェクト事務スペースの水道光熱費 

・ 運営費用の歳出予算計上 

・ その他プロジェクト活動に必要な経常経費 

２．評価調査団の概要 

調査者 

団長・総括 力丸 徹 JICA人間開発部 国際協力専門員（栄養保健） 

評価計画 山下 英志 JICAエチオピア事務所 所員 

評価分析 井上 洋一 株式会社日本開発サービス調査部 主任研究員 
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調査期間 2013年5月11日～2013年6月1日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果1 

終了時評価時点での成果1の達成度は中程度である。 

 

本プロジェクト開始時より、妊産婦・授乳婦及び子どもの栄養不良予防に向けたコミュ

ニティの積極的な参加を促進するために、コミュニティのボランティアをボランティア地

域保健員（Volunteer Community Health Worker：VCHW）として養成し、VCHWを中心とし

たCBNシステム構築をめざしてきた。しかしながら、コミュニティでの保健関連活動は保

健開発員（Health Development Army：HDA）という女性中心のボランティアが主体となり

行うことが連邦保健省（Federal Ministry of Health：FMOH）の方針として示され、これまで

VCHWが担ってきたCBNでの役割〚2歳未満児の発育モニタリング［成長観察促進活動

（Growth Monitoring and Promotion：GMP）］、地域健康の日（Community Health Day：CHD）

及び住民対話（Community Conversation：CC）集会〛は、HEWがGMPの実施とCHDでの健

康教育を新たに担当し、HDAはCC集会のためのコミュニティ動員を行うこととなった。こ

れに伴い、オロミア州を含むエチオピアにおける保健活動全般に対する住民参加の状況は、

制度変更の移行期のため停滞が認められており、本プロジェクトにおいてもケアギバーの

CC集会参加率などで目に見える達成度が得られていない。 

しかしながら、本プロジェクトは中間レビュー以降に当初の計画を見直し、エチオピア

の方針に沿ってHDAリーダーに対するコミュニティ動員や、HC職員に対するHP監督指導に

必要な研修を提供している。また、コミュニティでのCBN活動維持・向上に向けたレビュ

ー会議の導入や栄養改善活動の行動変容にかかわる優良事例集の作成などを行っている。

今後は、持続性を念頭に置いた運用や展開に向けた具体的な計画について関係者間で協議

されることが求められる。 

 

 （2）成果2 

長期的な持続性、実現可能性については不確定であるが、終了時評価時点での成果2の達

成度は高い。 

 

本プロジェクトではZHD及び郡保健事務所（Woreda Health Office：WorHO）にCBNマス

タートレーナーを養成し、ほぼすべてのHEWスーパーバイザーやHEWにCBN導入研修、リ

フレッシャー研修を実施した。これにより、HEWなどはCBNにかかわる必要な知識・技能

をプロジェクトの支援により獲得したと考えられる。他方、上述の制度変更によりCBNを

含むすべての保健関連活動の研修は統合リフレッシャー研修（ Integrated Refresher 

Training：IRT）に統合するという方針がFMOHより発表された。IRTには母子栄養改善の項

目は設定されていたがCBNに関する内容が十分ではなかったため、本プロジェクトがIRT研

修モジュールにCBNの内容を含むよう働きかけ・協力を行った結果、IRTにCBNの項目が含

まれた。 
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また、制度変更を受け、GMPはVCHWに代わってHEWが実施することとなった。HEWは

GMP実施に必要な知識・技能は有しているものの、担当するコミュニティが広範囲であり、

日常の保健活動に加えてGMPのアウトリーチ活動を行うには相当程度の負担が伴うため、

GMP参加率は上昇傾向にあるものの、終了時評価時点では達成目標値には到達していない。

 

 （3）成果3 

終了時評価時点での成果3の達成度は中程度であると考えられる。 

 

客観的なデータは得られていないが、HPでの治療が不可能な栄養不良児のほとんどがHC

へリファーされていることが周辺情報から示唆され、HP−HC間のリファラル/フォローアッ

プの状況は、ある程度は望ましい状況と推察される。ただし、本活動に係るプロジェクト

投入は十分できておらず、CBN研修やTSSの間接的影響が部分的に貢献したと考えられる。

また、HPでのCBN活動の質の維持のために、本プロジェクトではWorHO及びHCによる技

術的支援型監督指導（Technical Supportive Supervision：TSS）の導入を図った。しかしなが

ら、エチオピアのCBNに関する実施方針の変更に応じ、また将来的な持続性を担保するた

め、技術的支援型監督指導（TSS）を統合支援型監督指導（Integrated Supportive Supervision：

ISS）へ統合することを関係者間で合意している。終了時評価時点ではISSにTSSのCBNの項

目を統合させるための作業を行っている段階であり、協力期間終了までには同作業も完了

する見込みである。また、聞取調査では監督指導にチェックリストを用いて行われている

ことが確認されたが、前回実施分のチェックリストを次回監督指導時の履歴として活用で

きていないケースがあるなど、効果・効率的な支援型監督指導に向け、運用方法などにつ

いて改善の余地がある。 

 

 （4）成果4 

終了時評価時点での成果4の達成度は中程度であると考えられる。 

 

本プロジェクトでは対象3県のZHD、10郡のWorHOより1名ずつ合計13名のCBNマスター

トレーナーを養成し、HCやHPへの研修を提供してきた。CBN研修がIRTへ統合されたこと

に伴い、ORHBはZHD、WorHOにIRTマスタートレーナーを養成し、IRT講師としての役割

を担っている。 

また、本プロジェクトでは、CBNサービス提供に向けた質の高い行政機関の管理・指導

能力の向上のため、県・郡・村の各レベルでレビュー会議の開催を支援してきた。いずれ

のレベルの会議においても、開催されれば関係者の参加率は高いものの、多忙さによる開

催日・出席者の調整、予算的制約などによって開催そのものが計画どおりにできていない

ケースも多い。今後は、保健活動全般に係るレビュー会議等の既存のモニタリングメカニ

ズムに統合するなど、効率的なレビュー活動運営に係る検討の必要性が強く示唆される。

 

 （5）成果5 

終了時評価時点での成果5の達成度は中程度であると考えられる。 
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プロジェクト対象地域のうち2県において、女性グループによる小規模離乳食加工・販売

活動と家庭菜園普及について、セクター間で連携した導入・実施を行い、それぞれの活動

について実施プロセスと活動結果を実施マニュアルとしてまとめるとともに、優良事例及

び教訓について文書化を行った。これら成果品について、2013年4月23日にワークショップ

を開催し、導入事例はFMOHや連邦レベル及びオロミア州の農業セクター、水セクター関係

者、他の国際開発パートナー機関などと共有された。今後、協力期間終了までに、JICA専

門家とORHBとの間で、実施マニュアルや優良事例集の展開/普及について、郡/村レベルへ

の広報など具体的な取り組みについて協議される予定である。 

他方、成果5では母子栄養改善に向けたセクター間連携の「モデル化」をめざしていた。

しかしながら、本プロジェクトではJICA専門家の投入や予算、実施期間の制約から、限ら

れたパイロット村での試験的導入とその事例研究が文書化されるにとどまり、モデル化ま

では至っていない。 

 

 （6）プロジェクト目標 

プロジェクト目標の達成度は中程度である。 

 

本プロジェクトでは、対象とするZHD、WorHOにCBNマスタートレーナーを養成し、ほ

ぼすべてのHEWに対してCBNの導入研修やリフレッシャー研修を提供し、HEWなどの能力

評価が図られた。また、コミュニティボランティアをVCHWとして養成し、コミュニティ

でのCBN活動を効果・効率的に実施する体制を構築した。この取り組みの結果、プロジェ

クト目標に対する指標（母子栄養改善についての妊産婦/授乳婦の行動変容）は、おおむね

終了時評価時点で達成されている。 

一方で、妊産婦・授乳婦の行動変容の直接的な原因は、HEWによる栄養指導やVCHW/HDA

を活用したCHD及びCCなどの活動に強く関連づけられ、これらの指標は本プロジェクト全

体の目標である行政的な管理・指導能力強化やリファラル/フォローアップシステム強化、

母子栄養改善に向けたマルチセクター連携などを含む、総合的な栄養不良予防サービス強

化を表現しているものではない。IRTやTSSなどのCBNサービスの質の維持に必要なメカニ

ズムの基礎は本プロジェクトによって整備されたものと考えられるが、これらが継続的か

つ効果的に機能するような運営体制の構築が今後の課題として整理される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

プロジェクトの妥当性は、終了時評価時点でも高く維持されている。 

 

エチオピア FMOHは、保健セクター開発プログラム（Health Sector Development 

Programme：HSDP）-IV（2010/11-20014/15）において、ミレニアム開発目標（Millenium 

Develoment Goals：MDGs）の目標である「乳幼児死亡率の低下」及び「妊産婦の健康改善」

に向けた母子栄養改善を重視している。エチオピア政府はNNP2008-2013をMDGs最終年で

ある2015年まで延長し、母子栄養改善に向けた取り組みをより強化するとともに、NNPの
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着実な実施に向けたマルチセクター連携やサービス・プロバイダーの人材能力強化、行政

機関の監督機能強化を行うこととしている。FMOHは、CBNを上述した取り組みを網羅する

概念と認識しており、妊産婦・授乳婦及び子どもに対する栄養不良予防サービス強化をめ

ざす本プロジェクトはNNPを直接支援するものであり、エチオピア保健政策、栄養政策と

の一致性は極めて高く維持されていることが確認された。 

本プロジェクトはコミュニティレベルのCBN強化に向けてHEWやVCHW、HDAリーダー

の能力強化を一貫して行ってきた。特に制度移行に伴うコミュニティでの保健活動の円滑

な引き継ぎ、新体制の導入を実現させるための直接支援を行ったことは、政策的ニーズだ

けでなく、現場レベルにおける保健サービス・プロバイダーのニーズにも応えるものであ

る。 

 

 （2）有効性 

終了時評価時点での本プロジェクトの有効性はおおむね高いと考えられるが、有効性維

持のためのメカニズムをより強化する必要がある。 

 

本プロジェクトでは、対象とするZHD、WorHOにCBNマスタートレーナーを養成し、ほ

ぼすべてのHEWに対してCBNの導入研修やリフレッシャー研修を提供し、能力強化が図ら

れた。また、コミュニティボランティアをVCHWとして養成し、コミュニティでのCBN活

動を効果・効率的に実施する体制を構築した。コミュニティでの保健活動がVCHWからHDA

を活用する制度移行が行われたことで、本プロジェクトもHDAリーダーに対するオリエン

テーション実施やCBNにかかわる研修、支援型監督指導の方法を見直すことで対応し、制

度の円滑な移行に貢献した。このような取り組みの結果、母子栄養改善についての妊産婦/

授乳婦の行動変容に関する指標は、終了時評価時点でおおむね達成されている。 

本プロジェクトの取り組みにより母子の栄養改善に対する妊産婦・授乳婦の行動変容が

得られている（プロジェクト目標の指標がおおむね満たされている）ことから有効性はお

おむね高いと判断されるが、栄養不良予防サービスの質の維持のためのメカニズムの更な

る質的・量的向上が必要であり、HEWの業務の効率化、マルチセクター連携のモデル化な

どが今後の課題として整理される。 

 

 （3）効率性 

いくつかの内部及び外部条件により本プロジェクトの円滑な実施が阻害されたため、効

率性は限定的である。 

 

前述した制度変更がなされたことで、本プロジェクトはHDAリーダーに対するオリエン

テーションやTSSのISSへの統合、IRTへのCBNの項目の組み込みなど活動計画の変更を行

い、円滑な制度移行を支援してきた。本プロジェクトのこのような対応によってプロジェ

クトの成果や目標達成に致命的な影響は回避され、終了時評価時点でCBNによる母子栄養

不良予防に一定の成果を上げている。一方で、VCHWの養成やCBN研修、TSSなどの協力期

間前半で行った主要な活動が、終了時評価時点及び将来のエチオピアにおけるCBN活動を
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通した母子栄養改善に及ぼす影響は限定的となっており、本プロジェクトへの投入が成果

や本プロジェクト目標へ転化されたかという観点からは、本プロジェクトの効率性を大き

く損ねたと考えられる。 

また、本邦研修やモニタリング活動用に供与されたバイクなど、日本側投入が成果達成

に十分に転化されていない状況も観察されている。 

 

 （4）インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示すインパクトが確認または期待されている。 

 

本プロジェクトを通して、HEWなどのサービス・プロバイダーの能力が強化され、HDA

及びHEWを核としたコミュニティでのCBN活動が強化されたことより、終了時評価時点で

妊産婦・授乳婦の栄養不良抑制に向けた行動変容が確認されている。このことから、現在

のCBN活動が適切に維持されれば妊産婦・授乳婦の行動変容の結果として、妊産婦・授乳

婦及び子どもの栄養不良が減少する可能性は大いに期待できる。ただし、行動変容を維持・

促進するためには栄養不良抑制のためのサービスの質の維持、向上が必要であり、モニタ

リング評価や母子栄養にかかわる保健人材養成のための継続的な研修のメカニズムが一層

強化されることが必要である。これに加え、本プロジェクトで十分な介入ができなかった

リファラル/フォローアップ（カウンターリファラル）システムの強化や、マルチセクター

連携のモデル化も上位目標達成のための今後の課題として整理される。 

なお、本プロジェクトの上位目標として、「プロジェクトの対象地域の」母子の栄養不良

の改善をターゲットに設定しているが、ORHBを主要なC/P機関としてNNPに沿って進めら

れた本プロジェクトは、少なくともオロミア州内の非対象地域への拡大を想定した上位目

標に設定することが期待されるものである。これに関連し、「妥当性」の項でも述べたとお

り、FMOHはMDG4及びMDG5の達成に向けてNNPを2015年まで延長し引き続き強化してい

くことから、協力期間終了後もエチオピア側によって本プロジェクトの成果・経験が他地

域に普及されていくことも一定程度期待できる。本プロジェクトは、協力期間終了までに、

本プロジェクトが主体的に支援しているCBN活動項目を整理したうえで適切にORHBに移

譲するとともにプロジェクト成果及び経験の普及に向けた具体的な道筋について協議し、

関係機関とも共有することが求められる。 

 

 （5）持続性 

終了時評価時点でのプロジェクトの持続性は比較的高い。 

 

FMOHはMDG4及びMDG5の達成に向けて、NNPを2015年まで延長し活動を強化すること

を表明しており、2013年6月にはNNPの改訂内容や新たな達成目標（値）が関係機関に公表

される見込みであり、これに合わせて、FMOHと開発パートナー機関等との間で、NNP延長

期間の活動に関する財政支援についても協議が開始される見込みである。したがって、終

了時評価時点での政策・制度面、財政面での持続性は一定程度期待できる。ただし、CBN

サービスの質の維持・向上をより確かにするために、現行のCBNに特化したレビュー会議
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のあり方について関係者間で協議するとともに、ISS、IRTの適切な実施のために現場レベ

ルで適切な計画に基づく予算申請を行うなどの取り組みが求められる。 

また、プロジェクトによりCBNにかかわる多くの保健人材の能力強化が図られ、IRTやISS

などのモニタリングメカニズムも存在していることから、技術的持続性は一定程度担保さ

れたものと考えられる。本プロジェクトでレビュー会議実施手引書やTSSチェックリストを

作成したことで、モニタリング活動を標準的作業として実施することは可能となったが、

必ずしもこれらの活動がサービス向上や問題解決のために機能的に運用されていないケー

スも散見されたため、技術的持続性を更に強化するためにも、モニタリングメカニズムの

機能強化を一層図ることが今後の課題として挙げられる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

中間レビュー調査においてコミュニティレベルのCBN活動が停滞していることが指摘さ

れたことを受け、郡以下のCBN活動を強化することを目的として2011年8月より郡レビュー

会議の支援を開始した。郡レビュー会議の関係者（ZHD、WorHO、HEW）の参加率はほぼ

100％であり、活動のモニタリング評価に一定程度貢献したと考えられる。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

本プロジェクトでは、上述の制度移行に対してプロジェクト活動の見直しを行うなどの

迅速な対応を取った。指標の達成度などの目に見える改善は確認されないものの、CBN活

動の大幅な停滞が回避されたものと考えられる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

本プロジェクトの全体的なデザインを考慮した場合、緻密な活動を実施するには対象地

域が広範囲であり、活動内容も多岐にわたっていたことから、プロジェクトデザインに対

して計画されていたJICA専門家（特に長期専門家）の投入量がやや低かったと考えられた。

そのため、HPとHC間の連携強化（成果4の一部）や、CBNのための行動変容のためのコミ

ュニケーション（Behavior Change Communication：BCC）モデル及びマルチセクター連携モ

デルの構築（成果1の一部と成果5）に十分な時間的、人的投入ができなかった。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

本プロジェクトを通じて本邦研修に参加したC/Pの半数以上が、終了時評価時点で離職・

異動しており、本プロジェクトの成果、目標の達成への貢献は限定的となった。また、鉄

剤や駆虫薬のエチオピア側による安定供給がなされなかったことも、有効性への阻害要因

として整理される。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクト終了までにプロジェクト目標の「対象郡において、5歳未満児と妊産婦・授乳婦
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の栄養不良を低下させるためのコミュニティレベルの予防サービスが強化される」は達成され

る見込みは高い。特に、栄養不良予防に向けた住民参加の推進（成果1）、HEWによる栄養不良

予防活動の強化（成果2）の取り組みが、プロジェクト目標の指標である妊産婦・授乳婦の栄養

不良予防にかかわる行動変容の促進に貢献している。 

他方で、協力期間中に、CBN活動に関するボランティア制度（VCHW→HDA）や、支援型監

督指導制度（TSS→ISS）、人材育成の研修内容（CBN研修→IRT）が変更され、本プロジェクト

による介入が限定的・側面的となった影響から、プロジェクト成果としてのリファラル/フォロ

ーアップ（カウンターリファラル）連携強化（成果3）及び、行政管理能力強化（成果4）につ

いては、CBNサービスの質の維持のためのメカニズムが効果的に機能している段階に至ってい

ない。しかし、これまでのプロジェクト投入は、基礎的な体制づくりには大いに貢献している。

本プロジェクトで取り組んできたCBN活動について、NNPの活動として位置づけられ政策的

な持続性は高く、技術的にも本プロジェクトによりCBN活動の基礎を一定程度構築できたこと

から、今後エチオピア主導でプロジェクト成果を基にCBN活動が推進されることが期待される。

また、本プロジェクトで作成したBCC、及びマルチセクター連携モデルの構築（成果5）に関す

る優良事例集や実施マニュアルの活用を進めることによって、より実践的なCBN活動が展開普

及されることが期待される。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 （1）プロジェクト（ORHB及びJICA） 

1. プロジェクトは、プロジェクトが主体的に支援しているCBN活動を整理し（継続的なオ

ペレーションに必要な人材、時間、資機材、ランニングコストなどの分析結果も含む）、

プロジェクト成果及び経験の普及に向けた具体的な道筋について協議するとともに、適

切にORHBへ業務を移譲すること。 

2. プロジェクトは、計画どおり開催できていないレビュー会議の効果・効率的な実施運営

について検討すること。 

3. プロジェクトは、BCC及びマルチセクター連携の取り組みに関する実施マニュアルや優

良事例集優良事例集について、具体的な活用方法について関係機関と協議すること。特

にマルチセクター連携については、事例研究の導入を積み重ね、モデル化に向けた具体

的な展開/普及方法について協議すること。 

4. プロジェクは、新NNPの目標値を考慮し、プロジェクト期間終了までに指標1及び指標4

の見直しを行い、必要に応じて改訂を行うこと。 

 

 （2）ORHB 

1. ORHBは、CBN活動の質を維持・向上するために、IRTを適切に継続すること。 

2. ORHBは、栄養不良患者に対する予防・治療サービスを強化するために、TFU設置の取

り組みを維持・拡大すること。 

3. ORHBは、プロジェクトで供与したバイク11台のうち現在故障している10台について、

早急に修理し使用可能な状態にすること。また、予防的な維持管理を実施しいつでも使

用可能な状態を担保すること。 
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4. ORHBは、HDA制度移行後のGMP及びCC参加率の低下について具体的な対応策について

検討すること。特に業務負荷が大きくなったHEWの業務の効率化やコミュニティでの

CBN活動支援策について検討すること。 

 

 （3）WorHOs 

1. WorHOsは、プロジェクトで供与したバイク11台のうち現在故障している10台について、

早急に修理し使用可能な状態にすること。また、予防的な維持管理を実施しいつでも使

用可能な状態を担保すること。 

2. WorHOsは、HDA制度移行後のGMP及びCC参加率の低下について具体的な対応策につい

て検討すること。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 （1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）上の記載内容の

明確化 

本来PDMは、プロジェクトの枠組みについて関係者による共通認識を得るためのスプレ

ッドシートの役割を担っており、成果達成に向けたプロジェクト活動の進捗管理及び成果

創出状況の管理に重要なツールである。したがって、まずは到達すべき目標や達成すべき

成果を明確にすることが不可欠であり、目標のクリアな設定によって必要な活動及び活動

に必要な人材・予算・資機材・時間について適切に予測・管理することが可能となる。 

今回、終了時評価調査団は本プロジェクトのPDMに示されるプロジェクト活動や成果指

標について、指標の表記含め用語の定義で曖昧な表現がなされているものを確認した。誰

に対してどのような介入を行うのか、どのようなデータを収集するのかなど、正確な判断

が難しい表記となっており、PDMに従った具体的な介入方法の策定や進捗管理を行う際に

混乱を招く事態となっている。加えて、成果レベルの定義が曖昧なところもあり、達成す

べき成果に関して本プロジェクト及びJICA側で共通認識が得られず、成果達成に対する適

切な人的・予算的投入に至らなかった。 

このようなギャップを最小限にするためにも、詳細計画策定調査時にプロジェクトデザ

インを策定する際は、関係者間の共通認識を得ることを念頭に、正確かつ簡潔な表現を用

い、用語の定義を明確にすることが求められる。また、協力期間途中であってもPDMの表

記や定義などに正確性を欠くような問題が確認された場合には、プロジェクトは可及的早

期にPDM改訂案を作成し、JCCなど通じて関係者間のコンセンサスを得ることが求められ

る。 

 

 （2）効果測定のための調査デザイン 

プロジェクト目標及び成果の達成度は、第一に設定された指標との比較を通じて確認及

び検証を行う。介入効果の測定や活動と成果の因果関係の確認を行うには、ベースライン

調査-ミッドライン調査-エンドライン調査の比較試験による傾向分析を踏まえる必要があ

る。したがって、各調査条件の同一性やデータの信頼性の担保が必要となるが、今回の終
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了時評価時点ではベースライン調査及びミッドライン調査に関し、条件の同一性やデータ

の信頼性に問題が確認されたため、結果的に本評価プロセスにおいてこれらの調査結果を

使用できなかった。 

プロジェクトの介入効果の傾向分析を可能にし、説得力のあるエビデンスを得るために

は、ベースライン調査やエンドライン調査を1つの調査パッケージとしてプロジェクトの枠

組みに組み込み、当初より調査条件（サンプルサイズ、調査期間、データ収集方法、調査

対象、調査項目、分析方法、調査費用など）を統一化することが求められる。特に、ベー

スライン調査結果は成果測定の基礎根拠となるため、調査デザイン及び実施方法について

十分な検討が求められ、品質管理の観点から、統計学等の専門性を有する人材の活用も視

野に入れ、調査精度、信頼性、測定可能性を担保することが求められる。 

 

 （3）有効なカウンターパート研修の実施 

「3-2.（3）効率性」で触れているとおり、本邦研修に参加した11名のC/Pのうち、終了時

評価時点で既に6名は当時のポストから離れていることが確認された。その結果、本邦研修

の成果達成への貢献度は限定的という評価となった。このような離職や急な人事異動につ

いては、本プロジェクトに限ったことではなくエチオピアの全体的な傾向として見受けら

れるため、他プロジェクトも含め同様の事態に直面する可能性は高いと考えられる。 

したがって、C/Pの離職・異動（及びその影響）などを最小限に抑え得る対応の検討が必

要である。対応策の検討にあたっては、まずプロジェクト活動［活動計画（Plan of 

Operations：PO）］を策定する初期の段階で本邦研修についてもプロジェクト全体期間を通

じた全体計画を策定することが望ましい。いつ、どのようなテーマの本邦研修を実施する

かという点のみならず、本邦研修をより戦略的に活用するために、①戦略的な人選の実施、

及び②研修帰国後のC/Pの戦略的活用についても本邦研修全体計画の策定時に検討するこ

とが望ましい。 

本邦研修には、C/Pの能力向上という一義的な効果のほか、プロジェクトや日本への理解

促進という副次的な効果も期待される。本邦研修の効果をプロジェクトで最大限に発現す

るためにも戦略的に人選を行うことは極めて重要であり、政策決定者・実務者レベルそれ

ぞれで、プロジェクトの中核を担えるC/Pを慎重に見極めることが非常に重要となってく

る。 

さらに本邦研修の効果の有効活用策として、研修帰国後のC/Pをプロジェクト活動のリソ

ースパーソンとして活用するなどの戦略的な方策を検討することが望ましい。帰国後も引

き続きプロジェクトへの関与を強化することにより、C/Pがプロジェクトから離れるリスク

やその影響を最小限に抑えることにもつながると考えられる。 

 

 




